
埼玉県地盤沈下緊急時対策要綱

（目的）

第１条 この要綱は、埼玉県生活環境保全条例施行規則（平成13年埼玉県規則第100号）

第82条に規定する地盤の沈下の防止に係る緊急時（以下「地盤沈下緊急時」という。）

における知事の措置に関し、必要な事項を定める。

（対象地域）

第２条 地盤沈下緊急時の対象地域は、別表１に掲げるとおりとする。

（地盤沈下緊急時の発令及び解除の基準等）

第３条 地盤沈下緊急時の発令及び解除の区分は、地盤沈下注意報、地盤沈下警報とす

る。

２ 前項の地盤沈下緊急時の発令及び解除は、別表２に掲げる各地域内の観測所（以下

「基準観測所」という。）における地下水位により決定する。

３ 知事は、別表３に掲げる発令基準又は解除基準に達したと認めるときは、別表１に

掲げる地域ごとに発令又は解除をするものとする。

（地盤沈下緊急時の措置）

第４条 知事は、地盤沈下緊急時の発令又は解除を行ったときは、別図の連絡系統によ

り、関係市町及び関係機関の協力を得て、速やかに一般へ周知するとともに、地盤

沈下緊急時の発令又は解除を行った地域内に揚水施設を設置する別表４に掲げる大量

地下水利用者及び地下水利用者に連絡するものとする。

２ 知事は、地盤沈下緊急時の発令を行った場合にあっては、前項の大量地下水利用者

及び地下水利用者に対して別表５に掲げる地下水の採取の抑制に係る措置を同項に

規定する連絡と合わせて要請するものとする。



３ 前項の規定により知事の要請を受けた者は、地下水の採取を抑制することにより県

民の生命、財産又は日常生活に重大な支障を来すおそれがある場合を除き、当該要請

に協力しなければならない。

４ 第１項の規定により地盤沈下注意報の連絡を受けた大量地下水利用者は、様式１に

より、地盤沈下警報時における措置の実施計画を作成し、揚水施設の設置場所を所管

する環境管理事務所長（以下「環境管理事務所長」という。）に当該連絡を受けた日

の翌日から起算して７日以内に提出するものとする。

５ 第１項の規定により地盤沈下緊急時の発令の連絡を受けた大量地下水利用者及び

地下水利用者は、その発令期間中の地下水採取量を様式２により記録し、地盤沈下緊急

時の解除の連絡を受けた日の翌日から起算して１０日以内に環境管理事務所長に報告

するものとする。

（関係市町村等の協力）

第５条 知事は、地盤沈下緊急時の措置を行うにあたって、第１種指定地域及び第２種

指定地域内の関係市町長及び許可揚水施設使用者等に対し、必要な協力を求めるもの

とする。

（その他）

第６条 この要綱は、科学的知見等により、改正するものとする。

附 則

この要綱は、平成１４年４月１日から実施する。

附 則

この要綱は、平成１７年４月１日から実施する。

附 則

この要綱は、平成１７年１０月１日から実施する。

附 則

この要綱は、平成１８年１月１日から実施する。



附 則

この要綱は、平成２０年６月１日から実施する。

附 則

この要綱は、平成２１年７月１日から実施する。

附 則

この要綱は、平成２２年３月２３日から実施する。

附 則

この要綱は、平成２３年４月１日から実施する。

附 則

この要綱は、平成２３年１０月１１日から実施する。

附 則

この要綱は、平成２４年１０月１日から実施する。



別表１
対象地域

（３３市、５町、計３８市町）

地域区分 地 域 の 範 囲

東部地域

（６市３町）

春日部市、草加市、越谷市、八潮市、三郷市、吉川市、南埼玉

郡宮代町並びに北葛飾郡杉戸町及び松伏町

中央部地域

（９市１町）

川口市、鴻巣市（平成１７年９月３０日における鴻巣市及び北

足立郡吹上町の区域に限る。）、上尾市、蕨市、戸田市、桶川市、

北本市、蓮田市、白岡市、北足立郡伊奈町

西部地域

（１３市１町）

川越市、所沢市、狭山市、入間市、朝霞市、志木市、和光市、

新座市、富士見市、ふじみ野市、坂戸市、鶴ヶ島市、日高市及

び入間郡三芳町

北東部地域

（６市）

行田市、加須市、羽生市、久喜市、幸手市、鴻巣市（平成１７

年９月３０日における北埼玉郡川里町の区域に限る。）

別表２

基準観測所

地 域 区 分 基準観測所名 水位計 観 測 場 所

東 部 地 域 越 谷 東 １号井 越谷市増林３丁目１番

中央部地域 浦 和 ２号井 さいたま市桜区上大久保６３９－１

西 部 地 域 所 沢 ２号井 所沢市並木１－１３

北東部地域 鷲 宮 ２号井 久喜市桜田３丁目１１番３



別表３

発令及び解除の基準

緊急時の区分 発令水位 発 令 基 準 解 除 基 準

地盤沈下注意報 東 部 地 域 -21m

中 央 地 域 -14m

西 部 地 域 -63m

北東部地域 -36m

別表２の基準観測

所において、地下水

位の１週移動平均値

が、発令水位に達し、

かつ、この状態が気

象条件等からみて継

続すると認められる

とき。

別表２の基準観測

所において、地下水

位の１週移動平均値

が、８週移動平均値

を上回ったとき。

地盤沈下警報 東 部 地 域 -23m

中 央 地 域 -17m

西 部 地 域 -65m

北東部地域 -37m

別表２の基準観測

所において、地下水

位の１週移動平均値

が、発令水位に達し、

かつ、この状態が気

象条件等からみて継

続すると認められる

とき。

別表２の基準観測

所において、地下水

位の１週移動平均値

が、４週移動平均値

を上回ったとき。

備考

１ 水位は、管頭位置を０ｍとした時の地下水位である。

２ １週移動平均値は、判定日前１週間のそれぞれの日における平均地下水位

の平均値をいう。

３ ４週移動平均値は、判定日前４週間のそれぞれの日における平均地下水位

の平均値をいう。

４ ８週移動平均値は、判定日前８週間のそれぞれの日における平均地下水位

の平均値をいう。



別表４

緊急時の措置に係る地下水の利用者

大量地下水利用者

許可揚水施設使用者等のうち前年の１月１日から１年間の地

下水採取量が１，０００，０００ｍ
３
以上の工業用、建築物用

又は水道事業用に供する者

地 下 水 利 用 者

許可揚水施設使用者等のうち前年の１月１日から１年間の地

下水採取量が１００，０００ｍ
３
以上１，０００，０００ｍ

３
未

満の工業用、建築物用又は水道事業用に供する者

備考

１ 工業用とは、「工業用水法(昭和31年6月1日法律第146号)」の規制対象用途

に準ずる。

２ 建築物用とは、「建築物用地下水の採取の規制に関する法律(昭和37年5月1

日法律第100号)」の規制対象用途に準ずる。

３ 水道事業用とは、「日本標準産業分類」大分類Ｇ－電気・ガス・熱供給・水

道業の中分類３８－水道業のうちの上水道業とする。

別表５

地下水採取の抑制措置

緊急時

の区分

緊 急 時 の 措 置

大量地下水利用者 地下水利用者

地盤沈下

注 意 報

１日の地下水採取量が地盤沈下

注意報発令日の直前の月における

日平均地下水採取量（以下「基準

量」という。）を超えないこと。

不要不急の地下水の採取を自

粛すること。

地盤沈下

警 報

１日の地下水採取量が基準量の

９５％以内となること。

１日の地下水採取量が基準量

を超えないこと。



別図

地盤沈下緊急時連絡系統

知 事

基準観測所

（４か所）

環境部長 さいたま市

（中央地域に発令

の時）環境部水環境課

大量地下水利用者

及び地下水利用者

企画財政部

土地水政策課

保健医療部

生活衛生課

企業局

水道企画課

発令地域を管轄す

る環境管理事務所

発令地域内の

市町

直 轄

報道長

報道機関

一 般 県 民



様式１

地盤沈下緊急時の措置実施計画書

平成 年 月 日

あて先

埼玉県 環境管理事務所長

提出者

（電話番号 ）

地盤の沈下に関する緊急時の措置の実施計画を作成したので、埼玉県地盤沈下緊急時対策要綱第４

条第４項の規定により、次のとおり提出します。

許 可 （ 届 出 ） 番 号 計

注意報発

令日直前

月の地下

水採取量

月 間 採 取 量

ｍ３/月 ｍ３/月 ｍ３/月 ｍ３/月 ｍ３/月

日平均採取量

Ａ（基準量） ｍ３/日 ｍ３/日 ｍ３/日 ｍ３/日 ｍ３/日

地 量

下 抑

水 制

採 計

取 画

警

報

時

地下水採取量

Ｂ ｍ３/日 ｍ３/日 ｍ３/日 ｍ３/日 ｍ３/日

抑 制 率

(B/A)×100 ％ ％ ％ ％ ％

備考 一の揚水施設に揚水機が５機以上ある場合は、この様式を複数枚使用し、「合計」の欄は、

最後の用紙のみ記載すること。



様式２

緊急時発令期間中の地下水採取の記録

平成 年 月 日

あて先

埼玉県 環境管理事務所長

報告者

（電話番号 ）

記載担当者氏名

（電話番号 ）

埼玉県地盤沈下緊急時対策要綱第４条第５項の規定により、次のとおり報告します。

許 可 （ 届 出 ） 番 号

注 意 報 発 令 日 平成 年 月 日 注 意 報 解 除 日 平成 年 月 日

警 報 発 令 日 平成 年 月 日 警 報 解 除 日 平成 年 月 日

基 準 量 ｍ
３

/日

地

下

水

採

取

量

の

記

録

月/日 地下水採取量（/日） 月/日 地下水採取量（/日）

備考 １ 「許可（届出）番号」の欄は、許可揚水施設等に係る揚水機すべての番号を記載すること。

２ 「基準量」の欄は、地盤沈下注意報発令日の直前の月における地下水採取量をその月の日

数で除した値を記載すること。

３ 「地下水採取量」の欄は、同一の揚水施設で揚水機が複数ある場合は、各揚水機による

地下水採取量の合計量を記載すること。

４ 「地下水採取量の記録」の欄は、発令日から解除日までの毎日の地下水採取量を記録す

ること。


